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国立研究開発法人
森林研究・整備機構
理事長 浅野 透

ダイバーシティ推進の取組
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▍国立研究開発法人 森林研究・整備機構
 森林・林業・木材産業と林木育種を総合的に扱う我が国唯一の中核的試験研究機関
 水源林造成業務、森林保険業務を行う機関
 森林の保続培養と林業技術の向上、国産材利用の拡大に寄与し、林業の振興と森林の有する公益的機能
の維持増進に資するという使命・役割を担う

Mission

Vision

Task

森林研究・整備機構の存在意義
森林・林業・木材産業に係わる研究と、森林の整備や保険を通じて、豊かで多様な
森林の恵みを生かした循環型社会の形成に努め、人類の持続可能な発展に貢献します

ミッションを果たすためのあるべき姿
日本の将来にとって、なくてはならない先導的研究を行うとともに、森林の整備や
保険に関する高い専門性を活かした政策を実施する機関となることを目指します

ミッション実現するための具体的役割
1. 科学技術の発展に貢献します
2. 安全で豊かな社会の実現に貢献します

3. 林業・木材産業の振興に貢献します
4. 国際協力の推進に貢献します
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森林総合研究所
林木育種センター 森林整備センター 森林保険センター

東北北海道整備局

関東整備局

中国四国整備局

中部整備局

近畿北陸整備局

九州整備局

水源林整備事務所（32）

北海道育種場

東北育種場

関西育種場

九州育種場

森林保険業務水源林造成業務研究開発業務

▍組織と3つの業務

森林研究・整備機構は森林・林業・木材産業に係わる研究と、森林の整備や保険を通じて、豊かで多様な森
林の恵みを生かした循環型社会の形成に努め、人類の持続可能な発展に貢献します。

北海道支所

東北支所

九州支所

関西支所

四国支所

多摩森林科学園

森林総合研究所 森林総合研究所
森林バイオ研究センター

理事会
理事長・理事、監事



4

２００６年以前 育児・介護を理由にした女性研究者の中途退職が多かった
２００７年 文科省女性研究者支援モデル育成事業に申請・採択

エンカレッジモデルを提案し家族責任をもつ職員全体を支援する環境整備と制度改革を
目標に掲げて取組を実施（2007－2009年度の３年間）

２００８年「男女共同参画室」設置
２０１６年度～ 第４期中長期計画期間

役職員のワーク・ライフ・バランスの確保を目指した活動を追加

組織名を「男女共同参画室」から「ダイバーシティ推進室」へ変更

２０２１年度～ 第５期中長期計画期間
様々な職種の職員が多様で柔軟な働き方を実現し活躍できる組織を目指した活動を策定

▍森林研究・整備機構ダイバーシティ推進の取組
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1）推進体制の整備
理事長を本部長とする「エンカレッジ推進本部」
設置

理事長直轄の男女共同参画室

2 ）育児・介護サポート体制の整備
一時預り保育室の設置

研究支援

3 ）IT環境の整備
テレビ会議とWebミーティングシステム導入

4 ）次世代研究者育成支援
セミナ等開催による意識啓発

Ｗebページで情報提供と情報公開

柱
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し
た
取
組
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シ
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ン
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テ
ー
ト
メ
ン
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1. 裁量労働制導入
2. 家族責任が原因の
中途退職ゼロ

3.出張/転勤/緊急時の
サポート体制整備

4. IT環境整備
5. 応募者・採用者の
女性比率30%

▍森林総合研究所のエンカレッジモデル （2007－2009年度）

「応援します！家族責任を持つ女性研究者」
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ダイバーシティ推進の取組
１．ワークライフバランス
２．多様な人材の参画
３．地域や関連機関との連携
４．意識の啓発
５．キャリア形成の支援

多様な人材が活かされ、それぞれの能力が存分に発揮さ
れる魅力あふれる職場環境の実現を目指した活動を策定

▍第4期中長期計画 (2016～2020年度)
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１．多様な人材活躍促進への取組
２．仕事と生活の調和の促進
３．キャリア形成等に関する支援
４．地域社会及び関係機関との連携

様々な職種の職員が多様で柔軟な働き方を実現し
活躍できる組織を目指した活動を策定

▍第5期中長期計画 (2021～2025年度)

ダイバーシティ推進の取組
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ア ド バ イ ザ ー
（ 学 識 経 験 者 ）

本部長

推進室 推進
委員会

▍ダイバーシティ推進本部
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Webサイト上に、
さまざまな情報や
活動内容を発信中！

▍多様な人材活躍促進への取組

色々なガイドブック
を発行しています

Webサイトやガイドブック
による意識啓発
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▍多様な人材活躍促進への取組

国際化の推進
 外国人職員の採用を推進
 外国人研究員、海外技術研修員の受入れ
 外国人職員に英語で情報提供を行う体制を強化

• 翻訳ソフトや翻訳機の導入
• 日本人職員の英語力向上を目指した英語研修

一時預り保育室 英語版利用の手引き

障がいのある職員へのサポート
 視覚障がいのある方に配慮したWebサイト

 身体障がいがある方に配慮しバリアフリー化を推進

before

after英語研修開催
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遠隔会議システム導入（2007年～）
組織間および職場-自宅間の情報の共有化
育児や介護など家族責任があり出張困難な際の代替手法

⇒開催地以外の職員が会議に参加できる機会が大幅に増大

▍仕事と生活の調和の促進

遠隔会議システムの利用実績
テレビ会議 Webミーティング

年度 回数 回数（除：MS-Teams) MS-Teams利用者数

2007 18 31) 0

2008 50 131) 0

2021 51 1532) 184

2022 70 792) 287
1)nice to meet you、2)V-CUBE
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どんぐりるーむ
研究所 つくば

 男女、常勤非常勤を問わず利用可能
 支所や出張時は、契約している民間保育施設

などの利用も可能

一時預かり所内保育室の設置（2009年開設）

関西支所
すぎのこ

利用対象者 森林総研の職員
（非常勤・ポスドクを含む）のこども

利用対象年齢 生後3ヶ月から12歳（6年生）まで

託児時間 8:30-17:15

利用申し込み 研究所 つくば：利用日の前日の午後０時まで
関西支所 ：前日の午後4時まで

利用料金 乳幼児(就学前）200円/30分
小学生 100円/30分

▍仕事と生活の調和の促進
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▍仕事と生活の調和の促進

在宅勤務制度の導入 （2021年度～）
2021年度導入当時
対象：養育・介護等、研究開発業務の能率的な遂行

※一般職については養育・介護等に限って在宅勤務を認める

週4日以内とし、週1日以上は在勤事務所で勤務

全ての常勤職員に対して多様な働き方の選択肢拡大を実現

2024年度改正
一般職への適用拡大（必要があれば在宅勤務を申請可能）
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研究支援制度（2007年開始）

支援対象者
 妊娠中の方，産前・産後休暇中の方
 育児休業中の方
 小学生4年生以下のお子様の育児責
任のある方

 配偶者・両親等の介護責任のある方

支援内容
 研究補助員の雇用賃金の補助

▍仕事と生活の調和の促進

令和4年度（2022年度）研究支援の概況
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男性の育児休業取得促進に向けた取組

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

2

4

6

8

10

12

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

森林機構の育児休業取得状況
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▍仕事と生活の調和の促進

出生時育児休業（産後パパ育休）

 育休男子プロジェクト
育休を取った場合の賃金やスケジュールのモデルを提示

 出生時育児休業（産後パパ育休）2022年度～
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 理事長自らメッセージを発信

 出生サポート休暇の新設

 不妊治療と仕事の両立に関する両立支援担当者を配置

▍仕事と生活の調和の促進

不妊治療と仕事の両立支援
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不妊治療と仕事の両立支援

▍仕事と生活の調和の促進

不妊治療と仕事の両立に関して、約90％の受講者の意識が改善
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▍キャリア形成等に関する支援

国家資格等の取得に向けた支援

キャリアカウンセリング
専門家との対話を通じて仕事上での方向性を明確化
仕事のことや仕事以外のことについて面談
自分らしい生き方・働き方でキャリアを長期的・戦略的に
形成することを支援

受験費用の補助（７０種）
合格した場合は受験料及び登録料の全額、資格取得に至ら
なかった場合は１回に限り受験料の２分の１の額を補助
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▍地域社会及び関係機関との連携

ダイバーシティサポートオフィス
（DSO）
 2007年に産業技術総合研究所の
コンソーシアムとして発足

 2023年度現在、全国２１研究教育機関を
メンバーとして男女共同参画を連携推進

現体制
会長機関：森林研究・整備機構
幹事機関：産業技術総合研究所

物質・材料研究機構
農業・食品産業技術総合研究機構
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▍地域社会及び関係機関との連携

ダイバーシティサポートオフィス
（DSO）
参加機関相互のイベント等の機会提供
セミナー、懇話会等による情報共有
育児や介護等、ワークライフバランス
のための情報共有
これまでに蓄積したノウハウ等、
知識データベースの共有

DSOニュースレター発行
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▍ダイバーシティを推進する上での課題と今後の展望

課題
女性の管理職比率の低迷
～第5期中長期計画の目標値：８％
（2023年4月時点：4.7％）

研究開発業務・水源林造成業務・
森林保険業務間での女性の採用率
に大きな差がある
全国に事業所があるが、転勤を
希望する職員が少ない

展望
管理職の魅力を向上させ、管
理職希望者を増やす

外国人の採用比率を増加
全ての職員が働きやすい職場
環境のさらなる整備
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